
020200 市民満足につながる行政改革の推進
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
4

62 64 66 68 70 -
福 ％ 61

- - - - - 0.0

06020300 新たな価値創造のための連携の推進
暮

連携事業の取組数
5 ら

10 11 13 15 16 -
し 件 9

- - - - - 0.0

政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

１．基本施策の実現状況を明らかにする
(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｂ 最終更新日：平成27年04月01日 1頁

前期基本計画 平成２７年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進

企画政策課長  熊谷　和久

行政の情報を積極的に、かつ分かりやすく伝えることにより、市民と行政が情報を共有し相互理解が図られ、総合計画の認

知度と活用度を高める仕組みを構築し、市民が地域のことを自ら考え行動する「住民自治」の活動が全市域に広がるよう政

策・施策が確実に展開されている姿をめざします。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮 総合計画を知っている人の割合

1 ら 20 30 40 50 55 -
％ 13.5

し - - - - - 0.0

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

2 62 64 66 68 70 -
％ 61

福 - - - - - 0.0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

06020100 総合計画に基づく政策の推進
暮

総合計画を知っている人の割合
1 ら

20 30 40 50 55 -
し ％ 13.5

- - - - - 0.0

06020100 総合計画に基づく政策の推進
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
2

62 64 66 68 70 -
福 ％ 61

- - - - - 0.0

06020200 市民満足につながる行政改革の推進
暮

滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合
3 ら

40 42 43 45 46 -
し ％ 35.8

- - - - - 0.0

06



政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｂ 最終更新日：平成27年04月01日 2頁

前期基本計画 平成２７年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進

企画政策課長  熊谷　和久

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

06020300 新たな価値創造のための連携の推進
幸

身に付けた知識や技術を仕事や趣味の場で生かせる機会があると感じている人の割合
6

40.5 42 43.5 45 46 -
福 ％ 39.5

- - - - - 0.0

06020400 積極的なＰＲと対話による情報の共有
暮

広報たきざわを読んでいる人の割合
7 ら

80 80 80 81 81 -
し ％ 79.5

- - - - - 0.0

06020400 積極的なＰＲと対話による情報の共有
幸

広報やインターネット等で、地域の情報を収集・発信している人の割合
8

24 26 28 30 32 -
福 ％ 23.2

- - - - - 0.0



状

の趣旨を踏まえた行政

況

サービスが展開される

分

ことが必要であること

析

から、職員の理解度を

(

高めるための説明会

と

２

各部門での取組が進む

)

仕組みづくりを検討し

 

ます。また、市民主体

基

の地域づくりを進める

本

ために、総合計画の趣

施

旨をＰＲ

し認知度を高

策

めることが必要であり

の

、パンフレットの配布

実

や広報紙、ホームペー

現

ジ等の活用と地域懇談

に

会等の開催による直

接

影

的な対話の場を創出し

響

ていきます。そこで、

す

４施策についてそれぞ

る

れ「暮らしやすさ指標

社

」と「関係幸福実感象

会

徴指標」

を設定し、そ

環

の指標に目標値を掲げ

境

段階的な各施策毎の重

変

点課題と優先順位を付

化

けながら展開スケジュ

(

ールを管理すること

で

３

基本施策がめざす姿を

)

実現していきます。

(

 

２) 基本計画期間内

政

の取り組みと方針のう

策

ち、平成27年度の重

と

点課題
住民自治につな

の

がる総合計画を確実に

関

推進するためには、市

連

民に総合計画を知って

性

もらい理解してもらう

３

ことが最重要課題

であ

．

ります。現在市民の認

基

知度が13.5％であ

本

ることからこの認知度

施

を高めるため、パンフ

策

レット、暮らしのガイ

の

ドブックの

配布と広報

実

、ホームページを中心

現

としたＰＲと併せて懇

に

談会等における対話の

向

場を創出し認知度を高

け

める方策を展開してい

て

きます。

(３) 基本

の

計画期間及び平成27

取

年度重点課題に基づく

り

優先順位の考え方
基本

組

施策のめざす姿を実現

み

するためには、総合計

を

画と市長方針に基づく

決

政策、施策の方針展開

定

について積極的にＰＲ

す

し理解

を図る必要があ

る

り、これらの周知を図

(

る取組を優先的に進め

１

ていきます。

) 基本施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針

様式Ｂ 最終更新日：平成27年04月01日 3頁

前期基本計画 平成２７年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進

企画政策課長  熊谷　和久

本市では、10年間実施した地域社会アンケートや、市政懇談会などによる市民との対話で得た市民ニーズ、統計データ等の

客観的な情報を有しており、総合計画の体系化や方針展開の仕

政

組みに生かされていま

 

す。また市制施行によ

 

り、市長会等か

らの情

 

報入手量が増加してい

 

ます。一方、総合計画

策

の認知度がアンケート

:

結果では13.5％と

基

低く、着実に展開する

本

ためには

認知度・理解

施

度・活用度を高めてい

策

く必要があります。ま

:

た、市民との情報の共

主

有化を一層図っていく

管

必要があります。

社会

課

環境の環境の変化とし

長

ては、少子高齢化によ

職

る地域密着人口の増加

・

に対応した、幸福感、

氏

暮らしやすさの方向性

名

を明示

することが求め

関

られていることから、

係

地方分権の進展と新た

課

な広域連携や国の地方

長

創生の動きなどを踏ま

職

え、本市の特色を

生か

・

した人々が集い活気あ

氏

ふれる市に向けた政策

名

の推進が必要となって

２

います。また、昨今の

．

国際情勢を背景とした

基

国の防

衛大綱や中期防

本

衛力整備計画による自

施

衛隊組織の再編が、駐

策

屯地周辺の環境や国か

の

ら市への交付金などに

実

与える影響につい

て、

現

防衛施設を有する自治

に

体として注視する状況

向

にあります。

政策であ

け

る「総合計画の認知度

て

を高め行財政基盤の確

の

立を目指します」は、

現

本基本施策と関連性が

状

非常に強く、住民自治

を

の

深化を目指し、市民

認

主体による地域づくり

識

を進めるには、総合計

す

画の認知度と活用度を

る

高め、そして各主体と

(

の連携による

新たな価

１

値の創造と財源の確保

)

に努める必要があり、

 

併せて積極的なＰＲと

基

情報の共有を図ること

本

が政策の実現につなが

施

る

ものと考えます。

基

策

本施策である「住民自

目

治につながる総合計画

標

の確実な推進」を進め

の

るためには、地域づく

進

りを支援する職員が理

捗

解する必

要があり、そ



政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(４) 所管施策別事業計画表
施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)

様式Ｂ 最終更新日：平成27年04月01日 4頁

前期基本計画 平成２７年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進

企画政策課長  熊谷　和久

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

06020100  総合計画に基づく政策の推進
1

22,835 3,144 626.3 1,566 1,566 2,094 28,061

06020200  市民満足につながる行政改革の推進
2

0 299 皆減 0 0 0 0

06020300  新たな価値創造のための連携の推進
3

1,020 1,870 △45.5 1,020 1,020 1,020 4,080

06020400  積極的なＰＲと対話による情報の共有
4

728,711 335,333 117.3 19,430 19,430 19,430 787,001


